
 

 

 

平成１４年 夏季一時金 

要求・妥結状況調査（最終集計） 

 

 

 福岡県生活労働部労働局労働政策課では、県内に事業所をおき労働組合のあ 

る企業３００社（従業員数３００人以上の大手１５０社、３００人未満の中小 

１５０社）を対象として、毎年、夏季一時金の要求・妥結状況調査を実施して 

いる。 

 調査対象企業のうち、回答のあった２３８社について集計を行った結果は次

のとおりである。（集計は、平成１４年１２月１３日現在） 

 

 

１ 平均要求額 

 

 （１）平均要求額は、６０３，８７０円となっている。 

 

 （２）要求額が最も高いのは、新聞放送業で１，２８８，５２３円、次いで

金融業７２２，０２３円、非鉄金属製造業７０８，７６３円、建設業

６８２，４６５円の順となっている。 

    逆に、最も低いのは、卸売・小売業で４４０，３３９円、次いでパル

プ紙製造業４８４，６３２円、木材家具製造業４９２，５４６円、食品

製造業５６３，４４１円の順となっている。 

 

 （３）規模別にみると、大手１２２社の平均要求額は６４４，１１４円とな

っている。一方、中小１１６社の平均要求額は５６１，５４４円となっ

ている。 

 

 



２ 平均妥結額 

 

 （１）平均妥結額は、４９８，６２２円、１．９０ヵ月分となっている。前

年妥結額５２９，３５９円と比べると、３０，７３７円下回っており、

５．８１％の減となっている。 

 

 （２）妥結額が最も高いのは、新聞放送業で１，１９７，７７５円、次いで

金融業６８６，０３０円、化学製造業６２５，１７４円、電気ガス業 

６１５，１３９円の順となっている。 

    逆に、最も低いのは、木材家具製造業で３１９，６６６円、次いで機

械金属製造業３９３，５５８円、印刷業４０６，５１８円、卸売・小売

業４１０，７９９円の順となっている。 

 

 （３）対前年増加率が最も高いのは、食品製造業で７．９１％、次いで輸送

機器製造業０．１１％、新聞放送業△１．００％の順となっている。 

    逆に、最も低いのは、非鉄金属製造業で△２４．５４％、次いで鉄鋼

業△１８．４８％、木材家具製造業△１６．０２％の順となっている。 

 

 （４）規模別にみると、大手１２２社の平均妥結額は５５４，２９７円

（１．９８ヵ月分）で、前年妥結額５８９，７９０円を３５，４９３円

下回っている。対前年増加率は６．０２％の減である。 

    また、中小１１６社の平均妥結額は４４０，０６８円（１．８１ヵ月

分）で、前年妥結額４６６，８２６円を２６，７５８円下回っている。

対前年増加率は５．７３％の減である。 

平均妥結額を比較すると、大手が中小を上回っており、その差は

１１４，２２９円である。 

 

 （５）地区別にみると、妥結額は高い方から福岡、北九州、筑後、筑豊の順

となっている。大手では北九州、福岡、筑豊、筑後の順となっているが、

中小では福岡、筑後、北九州、筑豊の順となっている。 


